
 

（様式１－３） 

南相馬市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成２５年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 8 事業名 災害公営住宅整備事業（鹿島区） 事業番号 Ｄ－４－２ 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市 

総交付対象事業費 2,577,241 千円 全体事業費 2,577,241 千円 

事業概要 

 

○変更概要 

１ 平成 25 年 3 月に南相馬市営住宅条例を改正し、市営住宅を整備する際の基準の一つである

評価方法基準の省エネルギー対策等級について、「４」を原則とすると定めたことに伴い、 

災害公営住宅の省エネルギー対策等級を当初の「３」から「４」と変更したため、建築費を増

額する。  

２ 労務単価、資材費の高騰による建設費用を増額する。  

３ 西川原地区の構造について、入居希望者の再アンケート結果に基づき、Ｗ平屋建（戸建）と

Ｗ２階建（戸建）の２種類に分けたことにより、建築費を減額する。  

○参考 

   候補地     構造                戸数     敷地面積   

西町地区    ＲＣ３階              30 戸     約 0.38 ha  

西川原地区   Ｗ２階建（戸建）→Ｗ平屋建（戸建）  0 戸→18戸      約 0.92 ha       

Ｗ２階建（戸建） 28 戸→10戸 

小計       28 戸→28戸       

西川原第二地区 ＲＣ３階              32 戸     約 0.58 ha  

合計                        90 戸     約 1.88 ha 

 

＜南相馬市復興計画 31 頁＞ 

○復興住宅の整備 

・震災により被災した市民のうち、自力での住宅再建が困難な世帯を対象とした災害公営住宅を

整備します。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

用地確保      平成 25 年度 

建築設計      平成 25～26 年度 

工事        平成 25～27 年度 

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災により家屋の流失または全壊した家屋が 1,227 戸あまりの世帯が全壊したが、今後

住宅再建が困難な方を対象に災害公営住宅を整備し、住宅困窮者を軽減させる。 

関連する災害復旧事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 



 

 

（様式１－３） 

南相馬市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成２５年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 10・11 事業名 防災集団移転促進事業（鹿島区） 事業番号 D－23－1 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市（直接） 

総交付対象事業費 7,624,288（千円） 全体事業費 7,884,125（千円） 

事業概要 

防災集団移転事業として、以下の内容を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※行政区との協議、移転希望者の意見、土地所有者との交渉により、住宅団地候補地に変更が生じました。 

 

＜南相馬市復興計画 31・32 頁＞ 

○住宅再建の支援 

・震災により被災した市民については、災害救助法による住宅修理のための補助や集団移転事業により住

宅再建の支援を行います。 

○帰還後のコミュニティの再生（集会所整備、地域活動の支援） 

・地域の活動拠点となる集会所施設整備やまちづくり委員会の運営を支援し、市民自らが積極的かつ主体

的に復興に取り組み、地域課題を解決できるまちづくりを推進します。 

※ 当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は該当箇所及び概要も記載してください 

 

 

【鹿島区概要】 

住宅団地の内訳 

約 ha            12 地区 124 戸 

(1)南海老住宅団地       6 戸 

(2)北海老住宅団地      13 戸 

(3)南屋形住宅団地          8 戸 

(4)北右田住宅団地           5 戸 

(5)鹿島(1)住宅団地          8 戸 

(6)鹿島(2)住宅団地          0 戸(廃止) 

(7)寺内住宅団地            43 戸 

(8)上寺内(1)住宅団地    13 戸 

(9)上寺内(2)住宅団地     7 戸 

(10)上寺内(3)住宅団地    5 戸 

(11)大内住宅団地         5 戸 

(12)烏崎住宅団地         6 戸 

(13)金沢住宅団地         5 戸 

 移転促進区域の内訳 

6 地区  370 戸 

(1)港・北海老地区     38 戸 

(2)南海老地区         68 戸 

(3)北右田地区       44 戸 

(4)南右田地区       77 戸 

(5)大内地区        15 戸 

(6)烏崎地区        128 戸 

【参考－全体概要】 

○移転先（事業計画書ベース） 

     8/6 事業計画公表→変更予定 

鹿島区 13 地区(166 戸) → 12 地区(124 戸) 

原町区 15 地区(187 戸) → 19 地区(254 戸) 

小高区  8 地区(52 戸)  → 変更なし 

合 計 36 地区(405 戸) → 39 地区(430 戸) 

   

○移転元（事業計画書ベース） 

1172 世帯（H25.3 変更同意） 

 鹿島区移転促進区域  6 地区 

 原町区移転促進区域 11 地区 

 小高区移転促進区域 10 地区 

  

○事業費（復興交付金ベース） 

第５回交付済 → 第６回要望(H25.5) 

  188 億円 →  192 億円 



 

当面の事業概要 

＜平成 24 年度＞ 

・実施設計 

・住宅団地工事 

・移転元移転先用地買収 

＜平成 25 年度＞ 

・住宅団地工事 

・移転元移転先用地買収 

・移転者補助金申請 

＜平成 26 年度＞ 

・移転元移転先用地買収 

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災の津波により、1162 世帯が全壊した。特に甚大な被害を受けた沿岸部については、災害危険

区域を指定し、市民の運命・健康及び財産の保護を図る。 

このため、災害危険区域には住宅を排除し、新たに安全な宅地を整備する方向で住宅再建を行う。併せて、

集団移転先の市民生活コミュニティの生活化を図るため集会施設を整備する。 

※区域の被害状況も記載して下さい。 

関連する災害復旧事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

南相馬市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成２５年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 12・13 事業名 防災集団移転促進事業（原町区） 事業番号 D－23－2 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市（直接） 

総交付対象事業費 9,274,254（千円） 全体事業費 9,410,071（千円） 

事業概要 

防災集団移転事業として、以下の内容を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※行政区との協議、移転希望者の意見、土地所有者との交渉により、住宅団地候補地に変更が生じました。 

 

 

 

【原町区概要】 

住宅団地の内訳 

約 ha    19 地区  254 戸 

(1)北泉住宅団地         7 戸 

(2)泉住宅団地          5 戸 

(3)上高平住宅団地        7 戸 

(4)小川町住宅団地       60 戸 

(5)日の出町住宅団地     13 戸 

(6)上渋佐住宅団地       30 戸 

(7)萱浜(1)住宅団地      18 戸 

(8)萱浜(2)住宅団地     15 戸   

(9)萱浜(3)住宅団地       5 戸 

 (10)雫(1)住宅団地       5 戸 

(11)雫(2)住宅団地        8 戸 

(12)大木戸住宅団地       6 戸 

(13)小浜住宅団地         7 戸 

(14)江井住宅団地       5 戸 

(15)小沢住宅団地       16 戸 

(16)上高平(2)住宅団地    5 戸（追加） 

(17)本陣前地区     11 戸（追加） 

(18)北原地区      25 戸（追加） 

(19)金沢(2)住宅団地     6 戸 (追加) 

移転促進区域の内訳 

          11 地区 405 戸 

(1)金沢地区          8 戸  (9)小浜地区             44 戸 

(2)北泉地区         26 戸  (10)江井・下江井・堤谷地区  7 戸 

 (3)泉地区          23 戸  (11)小沢地区           49 戸 

(4)上渋佐地区         34 戸 

(5)下渋佐地区         68 戸 

(6)北萱浜地区      58 戸 

(7)萱浜地区         66 戸 

(8)雫地区        22 戸 

【参考－全体概要】 

○移転先（事業計画書ベース） 

     8/6 事業計画公表→変更予定 

鹿島区 13 地区(166 戸) → 12 地区(124 戸) 

原町区 15 地区(187 戸) → 19 地区(254 戸) 

小高区  8 地区(52 戸)  → 変更なし 

合 計 36 地区(405 戸) → 39 地区(430 戸) 

   

○移転元（事業計画書ベース） 

1172 世帯（H25.3 変更同意） 

 鹿島区移転促進区域  6 地区 

 原町区移転促進区域 11 地区 

 小高区移転促進区域 10 地区 

  

○事業費（復興交付金ベース） 

第５回交付済 → 第６回要望(H25.5) 

  188 億円 →  192 億円 



 

＜南相馬市復興計画 31・32 頁＞ 

○住宅再建の支援 

・震災により被災した市民については、災害救助法による住宅修理のための補助や集団移転事業により住

宅再建の支援を行います。 

○帰還後のコミュニティの再生（集会所整備、地域活動の支援） 

・地域の活動拠点となる集会所施設整備やまちづくり委員会の運営を支援し、市民自らが積極的かつ主体

的に復興に取り組み、地域課題を解決できるまちづくりを推進します。 

 

※ 当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してくださ

い 

当面の事業概要 

＜平成 24 年度＞ 

＜旧警戒区域外＞        ＜旧警戒区域内＞ 

・実施設計           ・基本設計・測量 

・住宅団地工事         ・移転元移転先用地買収 

・移転元移転先用地買収 

＜平成 25 年度＞ 

＜旧警戒区域外＞        ＜旧警戒区域内＞ 

・住宅団地工事         ・実施設計 

・移転元移転先用地買収     ・住宅団地工事 

・移転者補助金申請       ・移転元移転先用地買収 

                ・移転者補助金申請 

＜平成 26 年度＞ 

＜旧警戒区域外＞        ＜旧警戒区域内＞ 

・移転元移転先用地買収     ・移転元移転先用地買収  

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災の津波により、1162 世帯が全壊した。特に甚大な被害を受けた沿岸部については、災害危険

区域を指定し、市民の運命・健康及び財産の保護を図る。 

このため、災害危険区域には住宅を排除し、新たに安全な宅地を整備する方向で住宅再建を行う。併せて、

集団移転先の市民生活コミュニティの生活化を図るため集会施設を整備する。 

※区域の被害状況も記載して下さい。 

関連する災害復旧事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

南相馬市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成２５年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 53 事業名 復興工業団地造成関連発掘調査事業 事業番号 A-4-6 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市（直接） 

総交付対象事業費 11,900（千円） 全体事業費 16,200（千円） 

事業概要 

（仮称）南相馬市復興工業団地造成事業〔萱浜工業団地造成事業(D23-2-1)〕に伴い、埋蔵文化財

の有無、所在する場合の範囲及び性質等を明らかにするため、試掘・確認調査ならびに調査報告書

作成のための整理調査を実施する。 

 

○想定される事業内容等 

開発予定面積  640,000 ㎡  

うち埋蔵文化財包蔵地（赤沼遺跡） 30,000 ㎡ 

試掘予定面積  埋蔵文化財包蔵地 30,000 ㎡×3％ 900 ㎡ 

        それ以外    610,000 ㎡×0.3％ 1,830 ㎡ 

        合計               2,730 ㎡ 

                           ≒ 2,700 ㎡ ① 

試掘調査㎡単価 6,000 円 ② 

試掘調査費   ①×②＝ 16,200 千円 

   

＜南相馬市復興計画 ３５頁＞ 

○工業基盤整備推進（工業団地の整備、企業誘致） 

・市内で創業を続ける事業所への支援を継続するとともに、国・福島県を含む関係団体と協議のう

え、新たな工業団地計画を着実に進め、市民の新たな雇用の受け皿となる企業誘致を推進します。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜H25 年度＞ 試掘・確認調査 2,700 ㎡ 

＜H26 年度＞ 整理調査・調査報告書作成 

 

東日本大震災の被害との関係 

本市は東日本大震災の津波により 1,162 世帯が全壊するなど太平洋沿岸地域は壊滅状態であり、

当地は本市の中でも津波による被害が大きかった地域である。農地は津波でほとんど原型を失い、

ほ場整備による農地の再生も困難な地域で、工業団地（非農用地）を造成し、雇用確保も含め地域

再生が望まれている地区である。地権者の多くは企業の誘致を望み、地域の発展を願っている。 

関連する災害復旧事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

福島県 (南相馬市)復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 25年 6月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 54 事業名 埋蔵文化財発掘調査事業 事業番号 A-4-7 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県 

総交付対象事業費 １６４，２５６（千円） 全体事業費 １６４，２５６（千円） 

事業概要 

福島県が事業主体となる復興交付金事業のうち、南相馬市内で行う農山漁村地域復興基盤総合整備事業

（農地整備事業）に関連する埋蔵文化財発掘調査事業で、今回は下記の地区に関するものである。 

① 「右田・海老地区」「真野地区」「原町東地区」を対象とし、事業地は、周知の埋蔵文化財包蔵地を含

み、又は周知の埋蔵文化財包蔵地に隣接する。 

② 各地区とも開発範囲が広範であることから、これまでに知られていない埋蔵文化財包蔵地が存在する

可能がある。 

③ 分布調査及び試掘確認調査を実施することで、事業地に存在する埋蔵文化財を可能な限り早期に把握

し、調査によって得られた成果（遺跡詳細データ）を事業実施者側にその都度提供することで、遺跡

が多数存在する場所の工法を変更すること（盛土工法等）が可能となる。工法変更により遺跡を破壊

する部分（本発掘調査）を最低限に留めることで、結果として同事業の円滑な推進を図ることが可能

となる。(本発掘調査を回避することで、事業全体の時間的、費用的な削減を図る。) 

 

当面の事業概要 

＜平成 25年度＞ 

分布調査および試掘・確認調査  (計 164,256千円) 

 ・分布調査及び試掘確認調査 

総事業面積  6,844,000㎡ 

内、遺跡面積  684,400㎡（総事業面積の 10％を見込む） 

内、試掘面積   20,532㎡（遺跡面積の３％を調査する） 

平米単価       ８千円 

20,532㎡× ８千円＝ 164,256千円 

 

東日本大震災の被害との関係 

津波による海水の冠水および地殻変動による地盤沈下 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 



 

（様式１－３） 

南相馬市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成２５年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 55 事業名 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（右田・海老） 事業番号 C-1-8 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県（直接） 

総交付対象事業費 170,190（千円） 全体事業費 5,263,795（千円） 

事業概要 

津波被害を受けた沿岸部の農業の復興を図るため、ほ場の大区画化等による農業生産性の

向上及び担い手への農地集積を促進し、効率的かつ安定的な農業経営の確立を目指すため、

ほ場整備事業のハード事業を行うとともに、農業経営高度化支援事業（指導事業、調査・調

整事業、高度化経営体集積促進事業）のソフト事業を併せ行うものである。 

区画整理工 A=224.5ha（地区面積 A=334.0ha） 

農業経営高度化支援事業 N=1式 

・指導事業 

・調査・調整事業 

・高度経営体集積促進事業 

【南相馬市復興計画の記載】 

主要施策３(経済復興)－基本施策 3-1(産業の再生)－主な方策(農林水産業への支援) 

 被災農地の大区画化と利用集積を進め、経営主体の生産法人化による大規模経営と農業

経営の複合化の推進を図る。 

【福島県復興計画の記載】 

（３）新たな時代をリードする産業の創出 

④ 産業の再生・発展に向けた基盤づくり 

農業の持続的発展と農家が意欲とやりがいを持って営農できる環境を整えていくた

め、農用地の利用集積と一体となった農地整備事業をはじめとした農業農村整備事業を

推進する。 

当面の事業概要 

＜平成 25年度＞ 

 実施設計、換地業務、農業経営高度化支援事業 

＜平成 26年度＞ 

 換地業務、用買・補償、区画整理、農業経営高度化支援事業 

＜平成 27年度＞ 

 確定測量、換地業務、用買・補償、区画整理、補完工事、農業経営高度化支援事業 

東日本大震災の被害との関係 

①東日本大震災により発生した津波により、南相馬市の沿岸部の約 2,300haが浸水し、甚大

な被害が発生した。被害は、農地はもとより、道水路及び農林水産施設、住宅地などの広範

囲に及んでいる。 

②地震による地盤沈下(30～40 ㎝程度)により海水面との高低差が少なくなり、海岸沿線部

及び各河川沿線部の農地については、排水機能が著しく低下しており、かつ海水の湛水状態

が続いたことから塩害も著しく、また表土流出による地力低下もあり、営農再開が困難とな

っている。しかし、このような営農再開が困難な地域の農業者であっても営農継続を望む声

がある。 

③一方で、津波により家屋の他農業機械や設備が流されるなどの被害を受けたものの、この

機会に農地集積を進め、地域の農業を復興するとの意欲を持った農家もいる。 

④このため、大区画ほ場整備の実施により、意欲ある担い手に農地を集積し、収益性の高い



 

農業を展開することにより、地域農業の復興を図るものである。 

関連する災害復旧事業の概要 

農地・農業用施設・関連施設について災害査定実施済み。 

（農地面積 A=237.9ha、査定額 825,041千円） 

津波被災割合(津波被災ｴﾘｱ面積／地区面積)・・・334／334＝100％ 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

（様式１－３） 

南相馬市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成２５年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 56 事業名 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（真野） 事業番号 C-1-9 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県 

総交付対象事業費 109，370（千円） 全体事業費 3,131,102（千円） 

事業概要 

津波被害を受けた沿岸部の農業の復興を図るため、ほ場の大区画化等による農業生産性の

向上及び担い手への農地集積を促進し、効率的かつ安定的な農業経営の確立を目指すため、

ほ場整備事業のハード事業を行うとともに、農業経営高度化支援事業（指導事業、調査・調

整事業、高度化経営体集積促進事業）のソフト事業を併せ行うものである。 

区画整理工 A=141.9ha(地区面積 A=220.6ha) 

農業経営高度化支援事業 N=1式 

・指導事業 

・調査・調整事業 

・高度経営体集積促進事業 

【南相馬市復興計画の記載】 

主要施策３(経済復興)－基本施策 3-1(産業の再生)－主な方策(農林水産業への支援) 

 被災農地の大区画化と利用集積を進め、経営主体の生産法人化による大規模経営と農業

経営の複合化の推進を図る。 

【福島県復興計画の記載】 

（３）新たな時代をリードする産業の創出 

④ 産業の再生・発展に向けた基盤づくり 

農業の持続的発展と農家が意欲とやりがいを持って営農できる環境を整えていく

ため、農用地の利用集積と一体となった農地整備事業をはじめとした農業農村整備

事業を推進する。 

当面の事業概要 

＜平成 25年度＞ 

 実施設計、境界測量、換地業務、農業経営高度化支援事業 

＜平成 26年度＞ 

 実施設計、換地業務、用買・補償、区画整理工、農業経営高度化支援事業 

＜平成 27年度＞ 

 確定測量、換地業務、用買・補償、区画整理工、補完工事、農業経営高度化支援事業 

東日本大震災の被害との関係 

①東日本大震災により発生した津波により、南相馬市の沿岸部の約 2,300haが浸水し、甚大

な被害が発生した。被害は、農地はもとより、道水路及び農林水産施設、住宅地などの広範

囲に及んでいる。 

②地震による地盤沈下(30～40 ㎝程度)により海水面との高低差が少なくなり、海岸沿線部

及び各河川沿線部の農地については、排水機能が著しく低下しており、かつ海水の湛水状態

が続いたことから塩害も著しく、また表土流出による地力低下もあり、営農再開が困難とな

っている。しかし、このような営農再開が困難な地域の農業者であっても営農継続を望む声

がある。 

③一方、津波により家屋のほか農業機械や設備が流されるなどの被害を受けたものの、この

機会に農地集積を進め、地域の農業を復興するとの意欲を持った農家もいる。 

④このため、大区画ほ場整備の実施により、意欲ある担い手に農地を集積し、収益性の高い



 

農業を展開することにより、地域農業の復興を図るものである。 

関連する災害復旧事業の概要 

農地・農業用施設・関連施設について災害査定実施済み。 

（農地面積 A=217.7ha、査定額 694,642千円） 

津波被災割合(津波被災ｴﾘｱ面積／地区面積)・・・218.5／220.6＝99.0％ 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 
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